
■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

1

社
会
福
祉
課

被保護世帯の自立支援の推進 Ａ
被保護世帯の就労・自立支
援

平成26年度被保護世帯
の就労による扶助費の
効果額：900万円

年度末まで
平成26年度被保護世帯の就労
による扶助費の効果額を上回る
こと

・就労支援専門員と連携し、被保護
世帯の就労支援
・市民サービス課、民生委員と連携
し、被保護世帯の生活状況の把握
・就労阻害要因の把握
・ハローワークへの同行訪問

・就労支援専門員と連携し、被保護
世帯の就労支援
・市民サービス課、民生委員と連携
し、被保護世帯の生活状況の把握
・ハローワークへの同行訪問や求
人情報の提供
くらしの相談窓口との連携

・就労支援専門員と連携し、被保護
世帯の意向把握と就労意欲の喚起
・くらしの相談窓口との連携
・求人情報の提供

就労による扶助費の効果額1,150万
円により、目標値を達成している。

・ハローワークとの連携
・就労支援専門員との連携
・くらしの相談窓口との連携
・求人情報の提供

・扶助費の効果額もさることながら、H27
年度は就労支援開始者66人のうち35人
が就労している（このうち7人は辞職）。雇
用情勢の好転のみならず、就労支援専門
員、ハローワーク、くらしの相談窓口等と
の連携の成果であると考える。この状況
の更なる進展を図りたい。

2

社
会
福
祉
課

生活困窮者自立相談支援事業の推
進

Ａ

経済的に困窮し、最低限度
の生活維持が困難となるお
それのある人の経済的な
自立支援

支援プランの作成者数 年度末まで 作成者数の１割の自立化

・くらしの相談窓口による事案の棲
み分け対応の充実
・支援調整会議機能の充実
・関係機関との連携強化
・事業の進行管理（検証）による対
応の改善

・いずれもくらしの相談窓口を核とし
て対応している。

・支援調整会議全体会の開催
・関係機関（社協、病院等）との連携
・支援調整会議の随時開催
・ハローワーク（就労ナビゲーター
等）との連携
・支援プランに基づく継続的な支援

・支援調整会議全体会の開催
・庁内関係部署、関係機関との連携
強化
・支援調整会議の随時開催
・ハローワーク（就労ナビゲーター
等）との連携
支援プランに基づく継続的な支援
・支援の「出口」としての任意事業の
検討

H28年2月末の数値で、就労支援プ
ラン作成件数に基づく自立化率
26.3％となり目標値を達成してい
る。

・支援調整会議による具体的な調整
・ハローワークとの連携
・庁内関係部局や関係機関との連携
・支援プランに基づく継続的支援

・就労支援プラン作成数19件のうち、一般
就労が5件となり、目標は一応達成され
た。雇用情勢の好転の影響もあるが、今
後も生活保護担当、ハローワークとの連
携を図るほか、就労準備支援や家計相談
などの任意事業の実施も検討、就労支援
による自立化を進めていく。

3

社
会
福
祉
課

障がい者優先調達の推進 Ａ
障がい者就労施設等から
の物品・サービスの優先
的・積極的な調達

H26年度の調達金額：
670万円

年度末まで H27年度の調達金額：700万円

・各部局への周知
・障がい者就労施設等との連携強
化
・障がい者就労施設等への発注の
検討

・H26年度実績の把握と問題点の確
認
・庁内各部局への発注促進にかか
る啓発
・障がい者就労支援施設等との連
携強化
・障がい者就労支援施設への発注
の検討
・発注啓発チラシ等の作成

・庁内各部局への発注促進にかか
る啓発
・障がい者就労支援施設等との連
携強化
・障がい者就労支援施設への発注
にかかる課題の検討

・H28年2月末の数値で、H27年度の
調達金額は792万円となり、目標値
は達成している。

・庁内各部への発注促進にかかる啓
発及び依頼
・自立支援協議会（就労深い）を通じた
連携や周知。
・障がい者支援施設等との情報交換
や連携の強化

・数値目標は一応クリアしたが、優先調達
の進捗は遅いと考える。関係機関等との
連携強化、庁内発注の促進、障がい者就
労支援施設等への働き掛けなどを更に進
めていく。

健康福祉部　社会福祉課健康福祉部　社会福祉課健康福祉部　社会福祉課健康福祉部　社会福祉課 組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標達成の状況【output・input】目標に対する活動（上半期レビュー）目標の内容
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成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

1

子
育
て
支
援
課

横手市子ども・子育て支援事業計
画の推進

Ａ
横手市子ども・子育て支援
事業計画の策定及び計画
概要版の作成

計画事業の振り返り項
目未設定
計画書の関係機関への
配布未実施
計画概要版の全戸配布
未実施

年度末

計画事業の振り返り項目を設定
し、上・下半期の事業進捗及び
実績を把握し、計画の見直しを
することにより、計画の着実な
遂行を図る。

子ども・子育て会議において計画事
業の振り返り項目を設定し、上・下
半期の事業進捗及び実績を把握
し、計画の見直しを実施する
計画書の関係機関への配布
計画概要版の全戸配布

・計画事業の振り返り項目設定準備
・計画書の関係機関への配布完了
・計画概要版の全戸配布完了

・子ども・子育て会議において計画
事業の振り返り項目を設定し、上・
下半期の事業進捗及び実績を把握
し、計画の見直しを実施する.。

・計画事業の振り返り項目設定完了
・計画書の関係機関への配布完了
・計画概要版の全戸配布完了
・上・下半期の振り返りを実施し、事
業を円滑に実施

・計画事業の振り返り項目を設定し、
上・下半期の事業進捗及び実績を把
握するため、計3回子ども・子育て会議
を開催した。

・子ども・子育て会議において計画事業の
振り返り項目を設定し、上・下半期の事業
進捗及び実績を把握することにより、円滑
な事業実施が図られた。

2

子
育
て
支
援
課

横手市の子育て支援のPRを積極的
に行う

B

・稼動中の横手市子育て情
報サイト「はぐはぐ」の運用
強化
・子育てハンドブックなどの
さまざまな媒体の活用

「はぐはぐ」の昨年度の
閲覧数については、1日
平均で80件程度と、開
設年度と比べ、ほぼ横
ばいとなっている。

年度末

・「はぐはぐ」を市民の皆さんに
親しみを持ってもらえるサイトと
し内容を理解してもらえるように
する。
・さまざまな媒体を利用し、サー
ビスを利用してもらえるようPRす
る。

・市民特派員を含めた運用検討会
を定期的に実施する。
・情報収集をおこないサイトの充実
を図る
・市ホームページ、市報等またイベ
ント等を活用してのPR活動

・子育てハンドブックについて、ペー
ジを増やし、より広い情報を掲載し
た。
・情報サイトについては、閲覧件数
１日平均88件程度となっている。

・ハンドブックについては、来年度の
発行に向け、掲載内容等を検討し
ていく。
・子育て情報サイトについては、引
き続き情報収集を行い、見てもらえ
るサイトを目指す。

・情報サイトについての閲覧件数に
ついては、3/13日現在１日平均84
件となっている。

・国民生活センターで発行している「子
どもサポート情報」の掲載など、情報
サイトでの新たな情報の掲載。

・情報サイトの閲覧件数について、昨年度
の実績１日平均78件を上回ることが出来
たので、より多くの子育て家庭の情報源と
して活用されたものと思う。

3

子
育
て
支
援
課

学童保育事業（放課後児童健全育
成事業）の適正運営と保育体制の
強化、及び資質向上

Ａ

・放課後児童支援員の適正
配置
・放課後児童支援員の資質
向上

・新たに児童クラブ数が
増え、支援員の確保が
むずかしい状態であ
る。（平成２６年度28施
設⇒平成２７年度31施
設）

年度末

国の基準に基づいた、職員の配
置
放課後支援員の資格取得
新年度開設予定の学童施設の
充実

・適正な採用に向け、放課後支援員
の募集と、ＰＲ
・研修への積極的な参加の推奨
・学童クラブ間の意見交換等を行
い、よりよいサービスの検討を行う

・放課後児童支援員の適正配置
　H27　31施設　計画支援員　130名
　　　　　　　　　　実施支援員  109名
　　　　　　　　　　（H27.9.28現在）
・放課後児童支援員の資質向上の
為の研修の実施
　　　計8回　延べ参加人数254名

・適正な採用に向け、放課後支援員
の募集
・研修への積極的な参加の推奨
・10月に行われる県主催の放課後
児童支援員認定講習への参加

・放課後児童支援員の適正配置
　H27　31施設　計画支援員　130名
　　　　　　　　　　実施支援員  111名
　　　　　　　　　　（H27.3.17現在）
・放課後児童支援員の資質向上の
為の研修の実施
　　　計19回　延べ参加人数469名
・秋田県放課後児童支援員認定資
格研修　参加人数　33名

・適正な運営に向けた、放課後児童支
援員の募集
・研修への積極的な参加の推奨
・秋田県放課後児童支援員認定講習
への参加

・本年度から実施された秋田県放課後児
童支援員認定資格研修に多数参加させ
ることができた。
・学童保育の支援員の確保に努めたが、
困難であった。

4

子
育
て
支
援
課

子育て支援ネットワークの構築 Ａ

現在横手南中学区、山内
地域で実施している子育て
支援ネットワークを他地域
でも実施する。

現在横手南中学区・山
内地域の２か所

年度末 １か所以上の実施立ち上げ
・各地域での実施の状況確認、オブ
ザーバーとしての参加、立ち上げの
ための協議検討。

・大森地域ネットワークの立ち上げ
準備。関係機関に同意を求め、要
綱を作成中。

・大森地域ネットワークを立ち上げ、
会議を開催する。
・増田地域ネットワーク立ち上げ準
備。

大森地域でネットワークを立ち上げ
た。要綱を作成し、会議を開催し
た。
増田地域でネットワーク立ち上げに
向けての検討を行った。

地域局と連絡をとりながら、地域局主
体で立ち上げを行ってもらった。

ネットワークが出来たことにより、大森地
域の関係機関の連携、情報共有、支援な
ど、役割を決めながら対象家庭に係わる
ことができる。

5

子
育
て
支
援
課

保育料未納整理 Ａ 未納額の減少

平成25年度実績
現年度収納率98.3%↑

平成26年度実績
過年度収納率20.6%↓

現年度分　5月末

過年度分　年度末

未納額を減少させ、収納率の向
上を図る。

・過年度分について、収納課へのス
ムーズな引継
・督促状、催告書などによる納付勧
奨の実施
・電話による納付勧奨の実施
・児童手当等の支払時に納付相談
を実施
・地域局と共同で個別徴収の実施
・保育所の園だより等を通じて、保
護者に対する納付勧奨を実施
・納付啓発ポスターを作成し、保育
所へ掲示

・平成26年度実績
（平成27年5月末確定）
現年度収納率98.4%

・督促状（毎月）を発送し、納付勧奨
を実施

・過年度については、収納課への引
継により、収納額が増となっている
　昨年９月末の収納額3,258,805円
　今年９月末の収納額5,776,132円

・督促状（毎月）による納付勧奨の
実施

・児童手当支払い時（10月、2月）の
納付相談を実施

・保育所の園だより等を通じて、保
護者に対する納付勧奨を実施

・平成26年度現年度分は、5月の出
納閉鎖までに98.4%の収納率であ
り、目標としていた前年度の収納率
を上回ることができた。

・平成27年度過年度分収納率は、2
月末現在33.5%であり、昨年度の収
納率を上回っている。

・過年度分の収納管理業務は一部債
権を除き収納課へ移管した。
・滞納者に対しては、6月,10月,2月に
児童手当の窓口現金払いを実施し、
納付相談と納付勧奨（一部納付）を
行った。
・随時納付相談を受付
・保育園だよりへ保育料に関するお知
らせを掲載することについて、各施設
へ依頼した。（12月・3月）

・過年度分の収納管理業務を収納課へ移
管したことにより、収納額が増加した。
・園だよりへ保育料のお知らせ掲載を依
頼することにより、効果的な納付勧奨が
実施できた。
・平成27年度分については、収納率向上
にむけて出納閉鎖まで引き続き納付勧奨
を実施し、未収対策に取り組む必要があ
る。
・過年度分は、累積滞納額が大きく影響し
ていることから、昨年度末に実施した不納
欠損処分を今年度も検討している。
・個別徴収の取組みが未実施。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】
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1

高
齢
ふ
れ
あ
い
課

地域包括ケアシステムを具現化す
るための総合事業の実践

A

①高齢者を地域で支え合う
体制を検討する協議体の
設置

②高齢者の生活上のニー
ズ等を把握する調査の実
施

③総合事業のモデル団体
設置に向けた各種団体へ
の協力要請

①地域の寄り合い場等
支え合いの場が点在

②H25「健康と福祉に関
するアンケート調査」実
施。詳しい調査は未実
施。

③一部団体に事業説明
を実施

平成２７年度内

①市内1ヵ所に協議体を設置し
活動を開始する。

②詳しいニーズ調査を行い、地
域別の傾向等を把握する。

③サービス提供に係るモデル
団体を設置する。

・庁内関係課との協議
（５月～）
・庁外検討会開催（６月）
・ニーズ調査実施（７月）
・ニーズ調査結果分析
（９月）
・協議体の設置（１０月）
・協議体の活動開始
（１１月～）
・モデル団体設置（３月）
・事業の周知

（５月）
・庁内関係課（社会福祉課）との協
議実施
（６月）
・市社会福祉協議会との協議実施
（７月）
・総合事業（協議体設置につなが
る）研修・講習へ関係職員の参加
（８月）
・高齢者ニーズ調査の実施
・地区民生委員等協議体参加予定
者への打診

【ギャップ】
・協議体の必要性について関係者
の理解を得ることが想定していたよ
り困難。

【対策】
・協議体のコーディネーター養成と
事業周知のためセミナーを開催す
る。

【今後の予定】
・ニーズ調査分析による具体的事
業の検討
・第1層協議体の設置
・第2層協議体モデル２団体の設置
と活動支援

①１０月に全市を対象とする第１層
協議体、３月に増田及び十文字地
域を対象とする第２層協議体をそれ
ぞれ設置した。

②市内の高齢者3000人に対し、生
活支援等に係るニーズ調査を実施
し、結果をまとめた。

③モデル団体となりうる会に新たな
生活支援サービス実施について働
きかけたが、実現に至らなかった。

①
・5月～8月　協議体設置のための庁
内関係課打合せ開催（随時）
・10月　地域ネットワーク市民集会開
催
・10～1月　地域包括ケアシステム構
築セミナー開催（4回）
・3月　協議体等についての部内研修
・随時　県主催研修会等への参加
・随時　関係団体等へ出向いての事
業説明及び協力依頼

②
・8月　ニーズ調査郵送～回収～結果
整理。

③
・随時　当該団体への説明

①
・協議体設置に向けて催したセミナーによ
り、地域で支え合う体制づくりの理解と機
運が高まり、今後地域で活躍できる人材
の発掘/育成につながった。
・先行設置された2か所の第2層協議体が
モデルとなって、他６地域における協議体
設置の推進力となることが期待できる。

②
・アンケート結果については今後協議体で
検討する生活支援サービスに反映され
る。

③
・活動の必要性について十分に理解して
いただけなかったことが大きな理由と考え
る。
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高齢者福祉施策の充実 A

①買い物支援事業

②低所得者等の住まい・生
活支援事業

①平成24年度モデル
事業実施/完了。民間
スーパーの顧客送迎、
移動スーパー等の事例
あり。

②一部社会福祉法人
との検討を実施

平成２７年度内

①新たな買い物支援策の展開

②低所得高齢者等の生活支援
の拠点確保

・庁内関係部局との協議（５月～）
・庁外検討会開催
（６月～）
・政策会議への付議
・議会説明
・利用者への周知
・生活支援センターの設置（１０月）

（４月）
・市社会福祉協議会との協議実施
・②モデル事業国庫補助申請
（６月）
・庁内関係課（社会福祉課、建築住
宅課、商工労働課、財政課）との協
議実施
（７月）
・民間不動産事業者への事業説明
・②事業実施法人募集
・住宅関連事業者アンケートの実施
契約締結
（８月）
・高齢者ニーズ調査の実施（再掲）
・市内コンビニ店アンケートの実施
（９月）
・②事業実施法人との委託契約締
結並びにモデル支援センターの設
置（増田・十文字：2か所）
・上記サービスの回覧チラシによる
地域住民への周知
・定例記者会見への情報提供

【今後の予定】
・ニーズ調査等分析による買い物支
援の具体的事業の検討
・モデル支援センターにおけるサー
ビスの周知
・同センターの活動に対する指導/
支援/実績確認
・国庫補助実績報告等

①市内の高齢者3000人に対し、生
活支援等のニーズ調査を実施し、
結果をまとめた。（再掲）
　市内コンビニ４５店舗、スーパー１
９店舗に可能である販売方法、地
域とのかかわり等について調査を
実施し、結果をまとめた。

②くらしのサポートセンターを２か所
（増田・十文字）に設置し、住まいや
日常生活に不安を抱える高齢者等
を対象とし相談/支援を開始した。

①
・8月　買い物支援調査郵送～回収～
結果整理。

②
・９月　住まい・生活支援モデル事業
委託（２法人）
・月一回程度　受託法人の活動に対
する指導・支援・実績確認
・12月　プラットフォーム関係者による
検討委員会発足
・12月、3月　厚労省主催研修会等へ
法人とともに参加。全国の先進事例等
を参考に運営のレベルアップを図るこ
とができた。

①
・買い物弱者対策に意欲的である事業者
を確認することができたが、具体的な買い
物支援策の検討までは行うことができな
かった。今後各地域に第２層協議体が設
置され、地域の実情にあった支援体制を
協議検討することとなるため、その検討内
容と合わせて今後の方向を探りたい。

②
・くらしのサポートセンター設置により、住
まいに特化した相談対応体制が整備さ
れ、包括支援センターや社会福祉課から
の要支援者相談にきめ細やかに対応でき
た。今後は他地域への同様のセンター設
置につなげたい。
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介護給付費適正化対策 B

①ケアプラン内容の審査と
指導

②住宅改修の届出内容の
審　査と指導

③介護保険指定機関等管
理　システム導入による届
出状況の管理

①社会福祉課で行う介
護保険事業所への実地
指導同行の継続

②現場確認未実施

③紙ベースにより管
理、県へ依頼しデータ
管理

平成２７年度内

①実地指導時に、ケアプラン内
容の審査

②住宅改修の事前事後の現場
確認

③システム導入

①実地指導同行による審査
　（7月～2月）

②住宅改修現場確認（月１　回程度
年10件）

③H２７年度中にシステム導入

①実地指導同行（7月5法人11事業
所、8月5法人8事業所、9月6法人14
事業所）

②申請内容では確認ができなかっ
たケースを実地にて確認を行う。2
回実施。

③6月システム導入済　7月より運用
開始

【今後の予定】

①引き続き実地指導同行

②申請内容に応じて実地確認を行
う。

①実地指導同行（10月5法人10事業
所、11月4法人9事業所、12月5法人
10事業所、2月1法人1事業所）
　改善内容確認(2月3法人4事業所）

②申請内容で、確認ができたため、
訪問は行っていない。

③6月システム導入済　7月より運用
開始

①引き続き実地指導同行

②申請内容に応じて実地確認を行う。

③
4月～契約締結に係る所定手続
6月　システム導入
7月　システム稼働

①　実地指導
・事業所の基準違反を是正することがで
き、介護給付費適正化を図ることができ
た。
・介護給付費適正化のため、社会福祉課
と次年度以降の連携を確認。

②住宅改修現場確認
・職員のスキルアップにより申請書類確認
の精度が上がり、介護給付費適正化を図
ることができた。

③
・確認/照会作業等において、業務省力化
が図られた。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　高齢ふれあい課健康福祉部　高齢ふれあい課健康福祉部　高齢ふれあい課健康福祉部　高齢ふれあい課 組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

1

健
康
推
進
課

一次予防を重視した個人の健康づ
くりの把握と推進

Ａ

・生活習慣病予防のため食
習慣調査を活用した個別
栄養指導を実施し、適切な
食習慣が確立できるよう支
援する。
・生活習慣病予防をテーマ
にした講習会を各地域で開
催し、地区組織と連携し普
及啓発を図る。

Ｈ26年度実績
・食習慣調査　899件
　妊娠期　197件
　学童思春期　128件
　成人期　574件
・栄養講習会
　　　　　　　61回1,099人
・味噌汁塩分測定535件

年度末

・食習慣調査
・栄養講習会
・味噌汁塩分測定
Ｈ26年度実績より増

・食習慣調査を各ライフステージで
実施
妊娠期－継続して実施
学童思春期－小児生活習慣病予防
検診肥満度50％以上から30%以上
を対象とする。
成人期－特定健診対象者のほか希
望者に実施する。
・生活習慣病予防の実践活動を地
区組織と連携し実施する。

・食習慣調査　780件
　　妊娠期　116件
　　学童思春期　293件
　　成人期　371件
・栄養講習会　14回　248人
・みそ汁塩分測定　159件

・食習慣調査は下期においても継
続して実施する。
・栄養講習会、みそ汁塩分測定を地
区組織と連携して実施する。

・食習慣調査　1382件
　　妊娠期　219件
　　学童思春期　580件
　　成人期　583件
・栄養講習会　64回　1594人
・みそ汁塩分測定　619件

・食習慣調査を学童期思春期も実施
できるよう拡大し、肥満度30％以上児
に実施した他、小児生活習慣病予防
健診対象の小学4年生・中学1年生に
実施した。
・公民館活動や地域サークルと連携し
栄養講習会を開催した。
・講習会等の機会をとらえ味噌汁塩分
測定を実施した。

・妊娠期・学童期思春期の食習慣調査実
施で結果票を活用した個別指導を実施
し、早い時期からの適切な食習慣確立の
きっかけづくりにつなげることができた。
・地区組織活動と連携した栄養講習会を
地域に出向いて開催し、健康づくりのため
の食生活改善の普及啓発をすすめること
ができた。
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加齢と廃用の悪循環の予防
（ロコモティブシンドローム対策）

A

・「小・中規模駅」の拡充

・「健康の駅よこてらくらく体
操」の普及啓発

・小規模駅の活動駅数
　（26年度末）
　＝56ヶ所
・中規模駅の活動駅数
　（26年度末）
　＝19ヶ所
・利用者人口比率
　（26年度末）
　＝10.3％

年度末

・小規模駅の開設数
　（27年度末）
　＝60ヶ所
・中規模駅の開設数
　（27年度末）
　＝21ヶ所
・利用者人口比率
　（27年度末）
　＝10.5％

①「健康の駅よこてらくらく体操」を
中心とした教室、講座を基に、新た
な小・中規模駅の開設を図る
②市民団体等へ出前講座のＰＲを
積極的に行い、「健康の駅よこてら
くらく体操」の普及に努める
③現在活動中の駅において、当該
地域の未利用者に参加を呼びかけ
て会員数の増加を図る

　（27年9月末）

・小規模駅の開設数
　＝59ヶ所（３駅増）
・中規模駅の開設数
　＝20ヶ所（１駅増）

　特に地域別で駅の設置数が少な
い雄物川・平鹿の２地域について新
規開設を働きかけていく。また、休
止中の健康の駅についても各地域
局市民サービス課と連携しながら再
開に向けた取り組みを行う。

　・小規模駅の開設数
　＝59ヶ所（３駅増）
・中規模駅の開設数
　＝21ヶ所（２駅増）
・利用者人口比率
　（27年度1月末）
　＝11.4％

・単発的な支援を行う出前講座等の訪
問先において健康の駅事業の説明を
行い、開設へのＰＲ活動を行った。
・地域局の健康の駅担当保健師に健
康の駅開設に向けた取り組みをお願
いした。

・小規模駅については目標に対し１駅及
ばなかったが、３つの地域で4月以降に健
康の駅開設を予定している。また、健康
の駅事業をＰＲしていくことで大規模駅の
利用者も増え、前年度比１０％増、初の３
万人超えとなる見込みである。

健康の駅よこてﾄﾚｰﾆﾝ
ｸﾞｾﾝﾀｰ利用者（20代、
30代男性）
①H26家庭血圧測定者
実績＝1名
②H20-26血圧高値者
（140/90mmHg以上）の
割合＝20代24.1%、30代
33.3%

年度末

健康の駅よこてﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ
利用者（20代、30代男性）
①家庭血圧測定者＝23名以上
（血圧高値者と予測される者の
50%）
②血圧高値者（140/90mmHg以
上）の割合＝20代12%、30代16%
（H20-26実績の半減）

①血圧高値者（140/90mmHg以
上）：家庭血圧測定の勧奨と生活習
慣改善指導を実施
②全対象者：血圧管理の情報紙配
布と血圧管理に関わる意識調査を
実施

・平成27年9月現在、74人の血圧を
管理中。74人中、軽症高血圧5人、
正常高値血圧10人。測定結果に応
じて、対象者に適した保健指導を実
施。
・血圧高値者への家庭血圧の勧奨
を行っているが、実際の行動に結び
ついていない。

・引き続きﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ利用時の
血圧値をﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞし、適宜保健指導
を行う。
・血圧高値者（正常高値、軽症高血
圧）への家庭血圧の測定を再度勧
奨する。

男性利用者136人（20代：63人、30
代：73人）中、ｾﾝﾀｰにて5回血圧測
定を実施した48人に対し、保健指導
を行う。
①家庭血圧測定者＝血圧高値者
（140/90mmHg以上）5人に対し家庭
血圧を勧奨し、2人が実施した。
②血圧高値者（140/90mmHg以上）
の割合＝20代：15.8%、30代6.9%

・保健指導を実施した48人中39人に対
して血圧管理に関わる情報誌の配布
と意識調査を実施し、高血圧予防の
啓発に努めた。。

・ｾﾝﾀｰの利用履歴から血圧値の変化を
確認し、また生活習慣の振り返りをするこ
とで、血圧を自己管理することへの関心を
高めることができた。
・ｾﾝﾀｰ利用をきっかけに、血圧への関心
を高め、家庭血圧の測定など日常的な血
圧管理ができるよう、今後も継続的な保
健指導を行っていく。

4か月児健診時血圧測
定　 213人(H26年度）
98.6％

年度末
・母子手帳交付、マタニティクラ
ス、赤ちゃん訪問、４か月健診
時に血圧測定を実施　850人

①若年層が、自分の血圧値を知る
機会を増やす。
②測定を通じ、高血圧予防の知識
の普及を行う。
③4か月健診時に血圧測定習慣の
ある人や家族の血圧の関心度の実
態調査を行い、次年度（１歳６か月
健診時）再調査を行う。

血圧測定実施者
・母子手帳交付時　137人（男13人、
  女124人）
・マタニティクラス　　61人
・赤ちゃん訪問 110人
・4か月児健診　105人(男15人、女
90人）
・生活習慣病予防健診　272人
　　　　　　　　　計685人(9月末現在)

・若年者の血圧測定を通じ、高血圧
予防を普及啓発していく。
・上半期の取組で、若年男性に血
圧高値者が多いことが明らかとな
り、訪問指導や栄養指導等を継続
して行う。

血圧測定実施者
・母子手帳交付時　300人
　　　　　　　（男28人、女272人）
・マタニティクラス　　76人
　　　　　　　(男58人、女18人）
・赤ちゃん訪問 　　 174人
　　　　　　　（男4人、女170人）
・4か月児健診　245人
　　　　　　　(男29人、女216人）
・生活習慣病予防健診　740人
　　　　　　　（男297人、443人）
  　　　　    計　　1,535人（2月末）

①若年層が血圧について意識できる
ように母子手帳交付やマタニティクラ
ス等の場で血圧測定（795人）を実施し
た。（健診を含む測定者1,535人）手づ
くりリーフレット「若いころからの血管ケ
ア」を配布し、高血圧予防の周知を
図った。
②血圧高値者（140/90ｍｍＨｇ以上）
65人に保健指導を行うことができた。
③血圧測定習慣等の意識調査を４か
児健診で行ない、1年後の1歳6か月児
健診で評価を行う。
④H26・27年度の生活習慣病予防健
診で血圧高値と判定された19人に訪
問し、意識調査（14人）および食習慣
調査（13人）を実施した。

・血圧測定の結果、男性は血圧高値者の
割合が37.1％で（女性3.3％）予想以上に
高い実態が明らかになった。40代以下の
「若い世代への高血圧予防対策」が重要
であることを再認識した。
・20～39歳の男性の家庭訪問の結果、血
圧値に関して正しく認識できている割合は
36％、食習慣調査による塩分摂取量は
12.1ｇと高いことが分かった。家族構成や
生活様式を踏まえた個別対応のハイリス
クアプローチを確実に実施し、脳血管疾
患を予防していく。

4

健
康
推
進
課

胃がん・大腸がん検診率の向上 Ａ
死亡割合の高い胃がん、
大腸がんの検診受診率を
高める。

胃がん検診率　　24.7％
大腸がん検診率
　
42.2％

年度末
胃がん検診率　　　 30.0％
大腸がん検診率　　45.0％

①横手市健（検）診調査票の回収率
を高めるために他機関と連携を図
る。
②市民検診以外の受診者を把握す
るため、けんぽ組合等と連携する。
③コールリコールで受診率を上げ
る。
④休日の早朝検診を行うなど受け
やすい検診体制をつくる。
⑤市報、かまくらＦＭ等で普及啓発
を行う。

・胃がん検診受診者数：7,927人
・大腸がん検診受診者数：14,502人
　　　　　　　　　　　　　（９月末現在）

・コールリコール10月実施
・追加検診10月24日(土）・25日
(日）、
11月8日(日）実施
・10月発行まめまめ情報で周知
・協会けんぽとの協議（11月実施予
定）

・胃がん検診率　23.8％
　　　　　　　（受診者数：8,772人）
・大腸がん検診率42.5％
　　　　　　　（受診者数：15,690人）

①横手市健（検）診調査票の回収率を
高めるため、記述表現の見直しを図っ
た。（Ｈ27年度分　64.3％、Ｈ28年度分
67.6％）
②安全性の高い胃がん検診にするた
めに、「集団検診に適さない方周知チ
ラシ作成」を行った。
②市民健診以外の受診者を把握する
ため、中小企業対象の協会けんぽと
連携を図る準備ができた。
③受診率向上のためにコール・リコー
ルは、電話だけでなく個人通知による
勧奨を合わせて行った。。
④休日早朝検診の実施（3日間）
⑤まめまめ情報で周知（4回）、かまく
らFM（2回）

がん検診の周知、案内、再勧奨を実施し
たが、わずかながら目標値には達しな
かった。がん検診率アップのために、案内
通知の工夫やコール・リコールの内容を
再検討し、受診率向上につなげていく必
要がある。また、協会けんぽとの覚書締
結後は、中小企業で働く世代のがん検診
データを分析し、受診率向上を図ってい
く。

3

健
康
推
進
課

若年者の高血圧症予防
（生活習慣病予防）

A
若年者の血圧値と生活習
慣の把握を行い、高血圧症
の発症を予防する。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　健康推進課健康福祉部　健康推進課健康福祉部　健康推進課健康福祉部　健康推進課 組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

1

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

介護予防教室参加者の認知機能低
下の遅延を図る。

B

介護予防教室の参加者が
生活習慣を見直し、認知機
能低下の予防につながる
よう意識づけを行う。

平成26年度介護予防教
室参加者の物忘れ相談
プログラム実施者149人
正常域 94人（63.1%）
要指導 46人（30.9％
要受診 9人（6.0％）

2月末

物忘れ相談プログラムの正常域
の方の割合を前年度よりアップ
する。（70％以上）
教室開催の前後の比較を行い、
改善または現状維持により低下
を防ぐ。

教室参加者へ高血圧症・糖尿病・脂
質異常症についての健康教育を行
う。
教室の前後で物忘れ相談プログラ
ムを実施し比較検討する。
生活習慣の意識の変化を簡易シー
トを作成し評価する。

東部は委託事業のため物忘れ相談
プログラムの短時間で実施可能な
MSPを実施した。正常域は65.1％と
前年を上回ったが、目標には達して
いない。
西部・南部については直営の教室
で詳細判定プログラムのTDASを実
施した。実施前の平均点数は８(軽
度認知障害疑い）だったが、実施後
は６（正常）と改善が見られた。

東部では引き続きMSPを実施し、委
託先事業所と協議の上認知症予防
の知識を周知していく。
西部・南部については更に下半期
の利用者についてTDASを実施し、
最終的な効果を評価していく。
生活習慣の意識の変化については
下半期で評価する。

東部は物忘れ相談プログラムMSP
を48名に実施し正常域は36名の
75％で目標は達成した。
南部・西部は同プログラムの詳細判
定のTADSを57名に実施し、平均点
で比較すると、教室参加前は7.7点
（軽度認知症疑い）で終了後は5.9
点（正常域）で改善が見られた。

個人のレベルに合わせてケアプランを
作成し、努力ポイントを提示した。
運動機能向上・口腔機能向上・生活習
慣改善の講話・参加者同士の交流と
幅広い内容で実施した。

教室に参加することで健康に対する意識
が高まり、認知機能の低下遅延または予
防を図ることができた。
参加者からは好評で意識の変化が見られ
たが、法改正により事業が終了すること
から、今後の機能低下を予防するため、
個々の状態に応じて各種事業へつながる
体制を作った。

2

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

地域住民が在宅における医療と介
護の関心を高めると共に認知症に
対する理解が深められるよう普及
啓発を継続していく。

B

地域住民に在宅医療・介
護・今後増加が予想される
認知症について正しく理解
してもらう。

平成26年度在宅医療普
及講座16回512人参加

3月末

在宅医療普及講座の参加者550
人の増加。講座の内容に「認知
症」と「看取り」の項目を追加す
る。

多職種が講師となり、8地域ごとに
在宅医療普及講座を開催。講義の
中に「認知症」「看取り」についての
内容を組み入れる

町内会単位で講座開催
・16会場
・272人参加

10月11月に8地域16回の在宅・医療
普及講座を開催する。「認知症」「看
取り」についての正しい理解をして
もらう。

出前講座
・開催28回
・参加者609人
在宅医療普及講座
・開催8会場16回
・参加者434人

在宅医療普及講座を10月111月8地域
毎に16回開催。各地域集会所等への
出前講座を開催した。

「認知症」への正しい理解や「看取り」につ
いての普及啓発が継続できた。

3

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

地域ケア会議の機能強化を図る。 Ａ

各センターの構成員の充
実を図り、地域づくり・資源
開発・政策形成を進め、地
域課題を解決するための
社会基盤を整備していく。

医師・リハビリ等の専門
職、民生委員、介護等
の参加状況が開催地域
によって異なる。

年度末

医療、介護等の多職種が協働し
て高齢者の個別課題の解決を
図るとともに、介護支援専門員
の自立支援に資するケアマネジ
メントの実践力を高め、地域に
共通した課題を明確化する。

個別課題ごとに構成員メンバーを
選定し、より良い課題解決に導いて
いく。そして課題解決されたケース
を蓄積し、地域課題を明らかにして
いく。

高齢者個人や困難事例などケアマ
ネージャーが困っている事例を通
し、多職種による連携をを目指した
取り組みが行われており、ケア会議
の重要性が認識されてきている。

ケア会議に参加することによる気づ
きや介入のあり方など、運営や展開
の方法を理解し、次に生かしながら
地域のニーズを明らかにして、解決
に向けた活動を実践して地域を変
えていくこと。

（定期開催）
東部：４７回、西部：３６回、南部：３６
回
（随時開催＝ミニケア会議）
東部：１９回、西部：５回、南部：１５
回

困難事例の解決に向けた関係者、
関係諸機関の参加による「ミニケア
会議」の開催が増加してきているこ
とは、周囲の支援体制が望ましい
形で機能していくことになると思わ
れる。

構成員からの困難事例の提供、各職
種の抱える課題等の提示を積極的に
促し、又、参加者からの活発な発言や
情報交換・共有を図るように努めた。
事例の提供においては事前打ち合わ
せを行い、直接的な関係者でない参
加者にも、会議の目的や内容等、ミス
マッチなく共有できるように働きかけ
た。

参加者が提供してくれた困難事例や社会
資源の情報をとおして、各地域の特性や
課題を明らかにすることにつながった。
又、ひとつひとつ事例の積み重ねが次の
ケースに生かされ、多職種によるネット
ワークが構築されその重要性も再認識さ
れた。

（課題）
課題抽出後の「資源開発」「政策形成」に
おいては、実務者レベルの現在のケア会
議では限界がある。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　地域包括支援センター健康福祉部　地域包括支援センター健康福祉部　地域包括支援センター健康福祉部　地域包括支援センター 組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

1

大
和
更
生
園

利用者の生活の充実 Ｂ
日常生活の中で作業活動
の充実を図る

年間を通しての作業活
動が必要である

９月末
１日の生活の中に作業時間帯を
設け、利用者が自分に合った作
業を行う

ユー・ホップハウスを含めチーフを
主体とする協議の場を設け、作業
の種類、作業場所、作業時間、支
援体制などを検討しながら実施に
向けて取り組んでいく

①作業計画の作成。②チーフ会議
と職員会議の開催（6回）。③ユー・
ホップハウスと作業内容の確認。④
作業場所の設置。⑤ユー・ホップハ
ウスへの大和職員の見学研修。⑥
2週間の試験試行を実施し、9/1か
ら毎週火曜日にポリパックを実施し
た。

作業活動の定着化と作業日数増加
の検討に向けて、①作業活動を日
課として習慣化する。②楽しく作業
ができるように声掛け支援する。③
作業能力を勘案して作業チームを
作る。④毎月検討会議を開催する。

毎週火曜日を作業日と決めてポリ
パック作業を行っている。

①チーフ及び職員会議を開催し、作業
計画書を作成した。②作業場を設置し
た。③大和更生園とユーホップハウス
の職員の連携と協力を図った。③作
業の試行により問題点を把握し改善
策をとった。

①作業の実施により日中活動の充実が
図られた。②利用者が同じ場所で作業を
することにより楽しみと一体感が育まれて
いる。

2

ユ
ー
・
ホ

ッ
プ
ハ
ウ
ス

作業効率と販売額の向上 Ｂ
作業の能率を高め、製品の
販売額を増やす

安定した製品の制作と
販売が必要である

年度末
製品の販売額を前年度より５％
アップさせて工賃の増加につな
げる

・施設での規則正しい生活を支援す
る
・集中して作業に取り組めるように
支援する
・努力を工賃アップにつなげて作業
意欲の向上を図る
・各種行事を行い、楽しみの時間を
設ける

①作業場内の整理整頓を行った。
②利用者の適性を勘案して作業の
種類や作業場所を検討した。③各
作業ごとの販売目標を立てた。④
作業の発注先と連絡を密にした。⑤
観桜会、ボウリング大会、納涼祭等
を実施して気分転換と楽しみの時
間を設けた。未納のスノーポール以
外の販売実績は962千円で目標額
の52％である。

作業の正確化と計画的実施に向け
て、①スノーポールの受注本数の
確保と計画的な作製をする。②正
確な作業の支援と納入期限の遵
守。③行事等の開催と併せて作業
意欲の向上を図る。

製品の販売額は958万円で昨年度
より9万円増加した。

①各作業の販売目標を立てた。②利
用者の適性に合った作業方法を行っ
た。③発注先との連携を密にした。④
行事等楽しみの時間を設け、作業効
率の向上を図った。

受注量が減少した作業もあり目標の5％
増は達成できなかったが、作業効率を高
める工夫により昨年度より増加することが
できた。作業工賃も昨年並みに支払うこと
ができた。

3

大
和
更
生
園

・
ユ
ー
ホ

ッ
プ
ハ
ウ
ス

利用者の健康と安全の保持 Ｂ
感染症の集団発生、公用
車の事故、利用者のケガ
の防止を図る

安全に配慮し事故防止
に努めているが発生が
見られる

年度末 事故ゼロを目指す

・朝礼及び職員会議等で事故防止
の徹底を図る
・「保健・感染症委員会」を中心に日
常の衛生管理に努める
・公用車を運転する人に安全運転
の声掛けをする
・利用者の状態把握と見守りを徹底
する

利用者の転倒事故等や公用車事故
の発生があったが、集団感染症の
発生はゼロだった。取組みとして
は、①安全対策委員会を設置し、事
故防止対策を協議した。②職員会
議等で安全運転を呼び掛けた。③う
がいや手洗いを励行した。

事故防止に向けて、①職員会議等
で安全運転について話し合い、声
掛けを行う。③感染症委員会を中
心に感染症予防を徹底する。④安
全対策委員会を中心に転倒事故等
の防止を図る。

感染症（インフルエンザ、ノロウイル
ス、食中毒等）の集団発生はゼロ
だったが、利用者の転倒事故や公
用車の自損事故が発生した。

①平成27年7月に安全対策委員会を
設置し、事故防止対策会議を8回（内
研修会7回）実施した。②職員会議や
朝の会などで安全運転を呼び掛け
た。③手洗い、うがいの徹底を図っ
た。

①感染症の集団発生を防止し利用者の
健康管理が図られた。②高齢化等に伴う
転倒については職員の目の届きにくいと
ころでの発生が見られた。③公用車を運
転する際の細心の注意が不足していた。

4

大
和
更
生
園

・
ユ
ー
ホ

ッ
プ
ハ
ウ
ス

職員の資質向上と連携強化 Ｂ
職員のスキルアップを図
り、更なる支援の向上を目
指す

障がい者支援に対する
知識の習得と共通認識
が必要である

年度末
市の施設職員として使命感を
持って連携し、チームとして支援
にあたる

・職員の内部研修を行う
・外部研修に積極的に参加する
・職員会議等で問題提起・検討を行
う
・大和更生園、ユーホップハウス、
グループホーム各職員の連携を図
る

①部長講話を実施（42人受講）。②
事故防止の内部研修を実施（20人
参加）。③外部研修に7人参加。④
大和更生園の作業導入はユー・
ホップハウスと連携しながら進め
た。⑤大和更生園とユー・ホップハ
ウスとグループホームの支援協力
を行った。

職員の資質向上と連携に向けて、
①内部研修（事故、虐待、感染症防
止等）の実施。②外部研修への参
加。③職員会議等で支援に対する
共通認識を醸成する。

外部や内部の研修に多数参加した
ことにより、様々な知識の習得が図
られ支援に生かされている。

①外部研修への延べ参加者55人、内
部研修への延べ参加者180人で、1人
平均4回の研修に参加した。②大和更
生園の作業の導入についてはユー
ホップハウスの職員と連携・協力を
図った。

内外の研修に積極的に参加したことによ
り、感染症予防や事故対策についての知
識を学んだほか安全に関する共通認識が
図られ支援の充実につながった。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　大和更生園、ユー・ホップハウス健康福祉部　大和更生園、ユー・ホップハウス健康福祉部　大和更生園、ユー・ホップハウス健康福祉部　大和更生園、ユー・ホップハウス

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

1

ひ
ら
か
荘

生活の場としての環境作りと身体機
能の低下防止

Ｂ

・毎日、充実感を持て生活
する
・身体機能の低下防止
・個々の状況に応じた介護
サービスの利用

・趣味・クラブ活動の実
績（年１００回以上）
毎月の行事・事業の開
催
・毎週、らくらく体操等の
実施・運動器具の利用
・介護サービス利用者
実績19人（26年度）

年度末

・すべての利用者の方々が在宅
の高齢者と同様の生きがいを目
指す
・自力で日常を生活できる状態
を維持し、向上させる
・個々の利用者の状態に合った
介護サービスを提供

・趣味・クラブ活動の実施（毎週）
地域との交流事業の実施（定期）
各種団体の訪問の受け入れ・交
流、奉仕活動への協力
　・健康体操の実施指導（毎週）
・介護サービス事業所との連絡・調
整を常に図る

定期的に実施されている趣味活動・
健康体操等は予定通りに行われて
いる。また、介護サービスで通所等
を利用されている入所者も計画通り
に事故等もなく経過した。

趣味活動などは、今後とも入所者
の飽きなどがないように新しい題材
を入れていきたい。介護サービスを
利用している入所者については、
個々についてみると細かな問題点
も出ており、ケアマネなどとの情報
の共有が必要になってきている。

①計画した行事等については完全
実施できた。また毎週土日に行わ
れる余暇活動も実施できた。
②身体機能を低下させないように毎
週、軽い体操を取り入れ休むことな
くできた。
③介護が必要な入所者にはケアマ
ネなどとの連携を図り、本人にとっ
て最も良い介護サービスを提供でき
るように努めた。

①入所者の方々の要望を取り入れ無
理のなく、かつ満足のゆく内容を考え
計画した。
②体操等は毎週曜日を決めて、らくら
く体操等の無理のない比較的参加し
やすいものにした。
③入所者に負担を少なくするため、ま
た事故なく介護サービスを受けられる
ように毎月関係する事業所とのケア会
議を開催し情報の共有を図ってきた。

①計画した年間行事・余暇活動はほぼ実
施できた。また入所者からも良い感想を
多くいただく。
②定期的に体操を継続することができた
が、実際の生活において何件かの転倒や
体調不良な方が発生している。高齢であ
ることも一因であろうが、今後の課題と受
け止める。
③通所することで安全に入浴することや
気分転換・メリハリのある時間を提供でき
た。

2

ひ
ら
か
荘

快適な施設環境を目指す Ｂ 事故・感染症の防止、予防
・事故発生　１件（26年
度）
感染症罹患　０件

年度末
事故発生　　　ゼロ
完成罹患者　ゼロ

（事故防止の取り組み）
・対策委員会の取り組みによる予防
策の見直し
・講習会、研修会の実施　　ヒヤリ
ハットの分析・活用
（感染予防の取り組み）
・対策委員会の取り組みによる予防
策の徹底
・手洗い、うがい、消毒の徹底
・施設内の消毒（食堂、床、イス、風
呂場など）
・日常からの健康管理
・面会者に対する手洗い、うがいの
依頼

事故防止に取り組むも一件の事故
が発生した。また感染予防や日常
の健康管理などの取り組みは全職
員と入所者が統一した行動をとるこ
とで徹底できている。

事故発生をゼロを目指すも事故が
発生し、事故対策員会を中心により
具体的で効果のある策を講じなけ
ればいけない。また冬期間は特に
インフルエンザ、ノロウイルスの発
生が懸念されるた、一層、日ごろか
らの基本的な健康管理を行う必要
あり。

①施設内での事故ゼロを計画し目
指すが一件の事故が発生する。
②今年度は感染症の発生がゼロで
あった。

①施設内で発生するヒヤリハット、研
修などを活用して情報の共有をするこ
とで事故の発生を防止するよう努める
（事故対策委員会が中心となり）。
②感染症委員会が中心となり、入所
者、職員全員に日々の公衆衛生の大
切さを訴えてきた。毎日施設内の手す
り・ドアなどの消毒を徹底した。
また水際対策として、入所者はもちろ
んこと面会者、出入り業者にも施設内
に入るときは手洗い・うがいの対策を
とる。

①発生した事故一件は、夜間の職員が手
薄な時間に発生したものであるが、危険
な時間帯であるならば、もっと実効性のあ
る具体的な予防策をとる必要があったと
反省する。
②基本的なうがい・手洗いなどを実行する
ことで入所者の感染症罹患者はゼロで
あった。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　ひらか荘健康福祉部　ひらか荘健康福祉部　ひらか荘健康福祉部　ひらか荘 組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

1
白
寿
園

・利用者の健康と安全確保 A

①介護事故防止
②送迎時等の交通事故防
止
③園内感染防止

①介護事故発生　0件
②交通事故発生　0件
③感染症発生　0件

年度末
①介護事故発生　0件
②交通事故発生　0件
③感染症発生　0件

①介護事故予防対策委員会による
ヒヤリハット報告書の分析と対応策
の検証
②毎朝の「交通安全声かけ運動」の
実施
③感染症予防マニュアルの周知徹
底

・5月連休過ぎからヒトメタニューモ
ウイルス感染症が発生し、終息まで
かなりの時間を要した。常に万全の
態勢で臨んでいるが、どこから何が
起こるかわからないということを改
めて職員一同認識した。感染症予
防マニュアルの周知徹底を図って
いく。

・今後冬期間に向け介護事故予防
対策と感染症予防対策を徹底して
いく。
手洗い・うがいはもちろん体調不良
等細心の注意を常に払い、緊張感
をもって仕事に従事する。

①介護事故については大きな事故
はなかったものの小さな転倒事故
や骨折等の事故があった
②業務中での交通事故はなかった
が、休日中１件人身事故が発生
③５月にヒトメタニューモウイルス感
染症が蔓延しその後の感染症対策
万全を期した

①常に緊張感をもって利用者全員に
同じ目配りを徹底させた。また同事故
を絶対繰り返さないよう自己分析、要
因排除を行った。
②常日頃からハンドルを握ったら全神
経を集中し安全運転に努めるよう皆で
注意喚起した
③感染症対策の周知徹底を図り、手
洗いうがい、持ち込まないを徹底した

どの目標も残念ながら０とまではいかな
かった基本はどれも、集中力欠如、緊張
感欠如、マンネリ化などの要因が考えら
れ、改めて今後は細心の注意をもって業
務遂行を図っていく

2
白
寿
園

・職員の資質向上 A

①職員勉強会の開催
②研修会等への職員派遣
③介護福祉士資格取得者
へのサポート支援

①職員勉強会開催　3
回
②外部研修会参加　14
回
③介護福祉士合格者4
名

年度末
①職員勉強会開催　5回
②外部研修会参加　15回
③介護福祉士合格者4名

①研修委員会による定期的な職員
勉強会の開催
②各種研修会への積極的な参加
③介護福祉士試験の学科、実技指
導研修会の開催

・職員それぞれ様々な研修会、勉強
会に参加している。
・職員研修会も積極的に開催してい
る
・他の施設・外部研修にも積極的参
加をしている。

・職員それぞれ様々な研修会、勉強
会に今後も参加する。
・職員研修会も積極的に開催し他
の施設・外部研修にも積極的参加
をする。
介護福祉士試験の学科、実技指導
研修会の開催。

・職員それぞれ様々な研修会、勉強
会に参加し目標達成できている
・職員研修会も積極的に開催した
・他の施設・外部研修にも積極的参
加をしている。

交代勤務、夜勤、変則勤務の中で研
修会等の　日程にいかに合わせて出
席できるかそれぞれ調整を図り、でき
るだけ多くの研修会勉強会に参加を
促しお互いに協力し合った

それぞれ研修してきた内容を職員同士で
共有し現場に生かしていけるよう様々な
工夫を行った。参加できなかった者への
施設内での勉強会等も行った

3
白
寿
園

・地域貢献の取り組み A

①介護福祉士・介護支援専
門員試験対策公開講座の
開催
②市内の介護職員の資質
向上のための研修会等の
開催の推進

①介護福祉士学科、実
技講習会開催
②介護支援専門員受験
対策開催

年度末

①介護福祉士学科、実技講習
会開催
②介護支援専門員受験対策開
催
③民間施設との合同研修会の
開催

①研修委員会による定期的な職員
勉強会の開催
②各種研修会への積極的な参加
③介護福祉士試験の学科、実技指
導研修会の開催
④民間施設との協議、老連協との
協議

・研修委員会による定期的な職員
勉強会の開催。
・職員の中には様々な研修会の講
師としての依頼を受けも積極的に研
鑽を積んでいる。

・研修委員会による定期的な職員
勉強会の開催。
・各種研修会への積極的な参加。
・介護福祉士試験の学科、実技指
導研修会の開催。
・民間施設との協議、老連協との協
議。

①介護福祉士学科、実技講習会開
催開催し生徒の受け入れを積極的
に行った。
②介護支援専門員受験対策を開催
③民間施設との合同研修会の開催

①大学・専門学校生等の実習受け入
れ、中学生等の社会実習を積極的に
受け入れ実習指導することで自己研
鑽にもなった。
②他の事業から多くの参加者が来園
し介護支援専門員受験対策としての
実地研修を行った
③民間施設との協議、老連協との協
議を行った

①～③の目標はどの目標もある程度満足
のいく達成度だと判断する。それぞれの
研修会等の開催により職員一人一人のモ
チベーションが上がり、業務に生かされて
きている。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　白寿園健康福祉部　白寿園健康福祉部　白寿園健康福祉部　白寿園 組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度■平成２７年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

1

老
健
お
お
も
り

安全で安心なサービスの提供 B
①介護等事故防止
②施設内感染防止
③送迎時の交通事故防止

（平成２６年度）
①介護等事故：０件
②感染症発生：１件
③車両事故：１件

年度末
①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両事故：０件

①インシデント報告の分析による事
故防止
②感染症対策マニュアルに基づく
予防の実施
③交通安全に対する意識の醸成

①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両事故（物損）：１件

・医療事故や介護事故及び車両事
故を防止するために毎日のミーティ
ング、マニュアル確認を継続する。
・感染症防止に関する勉強会を随
時行なう。

①介護等事故：０件
②感染症発生：１件
③車両事故（物損）：２件
　　　　　　　　　　　　　　　　（２月末）

・インシデントの点検とヒヤリハットを
分析し予防対策に努めた。
・感染症防止のための勉強会を開催
した。職員、面会者等のうがい、手洗
い、マスク着用の徹底を図った。
・毎朝のミーテイング時に交通安全に
ついて注意喚起を実施した。

・感染症が発生したが、迅速な対応により
重篤に至らなかった。終息まで長期間を
要し、家族に面会制限など不便をかけて
しまった。利用者と家族に対して安全安心
なサービスを提供し、信頼関係を構築した
い。
・車両事故が２件発生してしまった。引き
続き交通安全に対する意識強化を図る。

2

老
健
お
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り

健全で効率的な施設運営 B

①健全経営を目指した利
用率の向上
②在宅復帰に向けた支援
強化

（平成２６年度）
①入所利用者：９４．９
人/日
②通所利用者：１７．４
人/日
③在宅復帰者：３人/年

年度末
①入所利用者：９６人/日
②通所利用者：１８人/日
③在宅復帰者：５人/年

①効率的な入退所管理
②居宅介護支援事業所や医療機関
等との相互連携の強化
③リハビリ活用による在宅復帰へ
の取り組み

①入所利用者：９５．６人/日
②通所利用者：１６．１人/日
③在宅復帰者：３人/年

・病院等の医療機関や居宅介護支
援事業所との連携を更に深め目標
値を達成する。
・入所者の体調を考慮しながらリハ
ビリを実施し、在宅復帰に取り組
む。

①入所利用者：９５．９ 人/日
②通所利用者：１５．６人/日
③在宅復帰者：３人/年
　　　　　　　　　　　　　　　　(２月末）

・病院等の入院患者の方で、退院後
にケアやリハビリ支援を必要とする方
を積極的に引き受けた。
・居宅介護支援事業所からの情報収
集により、新規入所者の確保に努め
た。
・定期的に本人及び家族の在宅復帰
意向を確認した。

・入所利用については、予想以上に退所
者が多かったが、速やかに新規入所でき
る仕組みを構築し、目標を達成することが
できた。
・通所利用については、目標値を下回っ
た。引き続き居宅介護支援事業所と連携
し新規利用者確保に努めていく。

3

指
定
通
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事
業
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安全安心で健全な施設運営 B

①介護等事故防止
②施設内感染防止
③送迎時の交通事故防止
④利用率の向上

（平成２６年度）
①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両事故：１件
④通所利用者：２２．９
人/日

年度末
①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両事故：０件
④通所利用者：２２人/日

①インシデント報告の分析による事
故防止
②感染症対策マニュアルに基づく
予防の実施
③交通安全に対する意識の醸成
④居宅介護支援事業所等の関係機
関と連携を密にし、潜在的需要の
掘り起こしを図る

①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両事故：０件
④通所利用者：２２．８人/日

・介護事故及び車両事故を防止す
るために毎日のミーティング、マニュ
アル確認を継続する。
・感染症防止に関する勉強会を随
時行なう。
・居宅介護支援事業所との連携を
図りながら目標値を達成する。

①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両事故：０件
④通所利用者：２２．３人/日
　　　　　　　　　　　　　　　　(２月末）

・介護事故、感染症予防についての職
員研修会を開催し、職員の注意喚起
に努めた。
・利用者送迎時の「声かけ運動」によ
る事故防止に努めた。

・介護事故、車両事故、感染症防止につ
いては、目標を達成することができた。引
き続き、職員の注意喚起を図っていく。
・通所利用者については、目標を下回っ
た。今後も良いサービス提供に努め、新
規利用者の確保を図っていく。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容

健康福祉部　老健おおもり・指定通所介護事業所健康福祉部　老健おおもり・指定通所介護事業所健康福祉部　老健おおもり・指定通所介護事業所健康福祉部　老健おおもり・指定通所介護事業所


